
消費者事故等への対応について
～消費者事故等の通知、公表及び活用～

日時：令和4年12月23日（金）

スポーツ庁：「地域の身近なスポーツの場づくり」セミナー資料

テーマ：誰もが楽しめるスポーツ施設の安全管理

消費者庁 消費者安全課
課長補佐 三宅好浩



本資料の構成

本資料では、

①消費者安全法に規定する消費者事故等とはどのようなものか

（消費者事故等の定義・具体的内容）

②消費者事故等を把握した場合、どのように通知すればいいのか

（消費者庁への通知に当たっての様式・通知手順）

③通知を受けた消費者事故等をどのように活用しているか

（消費者庁における活用事例）

について、その概要をご説明いたします。
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はじめに（どうして消費者庁に消費者事故等を通知するのか）

【ご参考】

・ガス機器一酸化炭素中毒事故

安全装置の不正改造等を原因とする一酸化炭素中毒事故が複数発生したが、長期間に

わたり適切な対応がなされなかった事例

・こんにゃく入りゼリー事故

一口サイズのいわゆる「ミニカップ」に入ったこんにゃく入りゼリーが、その大きさや形状、

硬さにより窒息事故を引き起こした事例

・中国産冷凍ギョウザ事件

中国から輸入された冷凍ギョウザを摂食した者が有機リン中毒を発症した事例
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消費者庁創設の背景として、ガス機器一酸化炭素中毒事故、こんにゃく入りゼリー事故、
中国産冷凍ギョウザ事件を始め、様々な事故や被害に関する情報が報告されていながら、
製品や業界によって、あるいは地域によって情報が分散されたままとなり、全国レベルで
把握・対応できなかった反省があります。
こうしたことから、消費者安全法には、各通知義務者（国の行政機関※スポーツ庁が該当や地方
公共団体）から、消費者庁に消費者事故等の通知を行っていただくための規定があります。

最初に、消費者事故等の通知制度創設のきっかけとなった事故について、改めて説明します。



消費者安全法の通知制度の概要①（消費者事故等の定義について）

消費者事故等は、「事故」と「事態」をいい、そのうち、「事故」とは、生命・身
体被害が現実に発生している事案（消費者安全法第２条第５項第１号）をいいます。
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地方公共団体が管理・運営する施設を利用中に「事故」が発生した場合、要件２・要件３を御確認ください。

要件１： 事業者が（注：営利目的や公共性の有無は問わない。国、地方公共団体、独立行政法人等を含む）

・事業として供給する商品・製品
・事業のために提供し若しくは利用に供する物品・施設・工作物
・事業として若しくは事業のために提供する役務
を消費者が使用・利用することに伴って生じた事故であって、

要件２： 政令で定める以下のいずれかの程度の被害が発生したもの
・死亡事故
・治療に一日以上を要する負傷・疾病

*通常医療施設における治療の必要がない程度（例：絆創膏を貼れば足りる程度）のものを除く

*医療施設において検査、診療を行ったが、特に治療は必要ないと判断された場合は除く

・一酸化炭素中毒

要件３： 商品等又は役務が消費安全性を欠くことにより生じたものでないこと
が明らかであるものを除く

*消費者が通常予見される使用・利用方法とは明らかに異なる方法により商品を使用したことで生じた場合
→消費者事故には該当しない
*事故原因はまだ正確には判明していないが、消費安全性を欠くことが具体的に疑われるような場合
→消費者事故に該当する



消費者安全法の通知制度の概要②（消費者事故等の定義について）

消費者事故等は、「事故」と「事態」をいい、「事態」とは、生命・身体被害が現
実には発生していない事案（消費者安全法第２条第５項第２号）をいいます。
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地方公共団体が管理・運営する施設を利用中に事態が発生した場合、要件２を御確認ください。

要件１： 消費安全性を欠く商品等又は役務の消費者による使用・利用が行われた
事態であって、
*およそ消費者による使用・利用が行われていない場合（事業者の倉庫内で腐敗）は消費者事故に該当しない

要件２： 商品または役務の使用等において、第1号に掲げる事故が発生するおそれ
があるものとして政令で定める以下の要件のいずれかに該当するもの
・商品等・役務が安全基準に不適合

*例えば、医薬品医療機器等法に基づく基準、住宅におけるﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞの使用基準が該当

・＜飲食物以外の＞物品・施設・工作物に、破損・故障・汚染・変質等
の劣化や、過熱・異常音等の異常が生じた事態
*例えば、使用中の遊具の支柱が折れた場合が該当

・＜飲食物に＞腐敗・変敗・不潔・病原体による汚染、有毒・有害物質
の含有・付着、異物の混入・添加、異臭、容器・包装の破損等の異常
が生じた事態
*例えば、ガラス片が飲料に混入していた場合が該当

・窒息その他生命・身体に対する著しい危険が生じた事態
*例えば、洗剤等の薬品を使用により有毒ガスが発生したが直ちに換気し被害が未発生の場合が該当



消費者安全法の通知制度の概要③（消費者事故等の定義について）

消費者事故等のうち重大事故等は、次に掲げる「事故」、「事態」（消費者安全法
第２条第７項第１号、第２号）をいいます。
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事故や事態のうち重大なものは、「重大事故等」として、消費者事故等の中で区分されます。

〇「事故」のうち、被害が重大であるものとして政令で定めるもの
・死亡
・治療に30日以上を要する負傷・疾病（*１）

・内閣府令で定める程度の身体障害（*２）が残る負傷・疾病
・一酸化炭素中毒
*１ 治療に30日以上を要する負傷・疾病とは・・・

→ 基本的には医療機関の判断を尊重
→ 治療期間が30日以上となる可能性が高い場合は要通知（実際に30日を経過する必要はない）

*２ 内閣府令で定める程度の身体障害とは・・・
→ 視覚障害、聴覚又は平衡機能の障害であって長期にわたり身体に存するもの など

〇「事態」のうち、重大な生命・身体事故等が発生するおそれのあるものとして政令で定める
もの

・安全基準不適合かつ、（飲食物以外の）物品・施設・工作物の消費安全性を確保する
上で重要な部分に劣化が生じたこと

・安全基準不適合かつ、飲食物に毒物・劇物等の含有・付着
・窒息その他生命若しくは身体に対する著しい危険が生じたこと
・火災その他の著しく異常な事態が生じたこと
→後ほど、事例でご説明します。



消費者安全法の通知制度の概要④（消費者事故等の通知について）

国の行政機関や地方公共団体に対して、消費者事故等の発生の情報を得たときに、
内閣総理大臣（消費者庁）への事故情報の通知を義務付けるものです。
【趣旨】

消費者庁設立前に、消費者事故等に関する情報が、各行政機関に個別に保有され、共有できるものに
なっていないという課題が指摘されたことを踏まえ、消費者事故等に関する情報を消費者庁に集約し、
分析する体制を整備（2009年）し、消費者事故の重大性や拡がりについて、早期に把握し適切な対応に
つなげる。

○ 重大事故等の通知
行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長は、重

大事故等が発生した旨の情報を得たときは、直ちに、内閣総理大臣に対し、そ

の旨及び当該重大事故等の概要等を通知しなければならない。
（消費者安全法第12条第１項）

○ 消費者事故等（重大事故等を除く。）の通知
行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長は、

消費者事故等（重大事故等を除く。）が発生した旨の情報を得た場合で

あって、（略）被害が拡大し、又は同種若しくは類似の消費者事故等が発

生するおそれがあると認めるときは、内閣総理大臣に対し、当該消費者事

故等が発生した旨及び当該消費者事故等の概要等を通知するものとする。
（消費者安全法第12条第２項）
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消費者事故等については、重大事故等に該当する場合、「直ちに通知」する必要があります。
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消費者安全法の通知制度の概要⑤（消費者事故等の通知について）
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文部科学省（スポーツ庁）関係の消費者事故等の場合、スポーツ庁で集約した後、消費者庁に通知されます。

消費者事故等の公表



消費者安全法の通知制度の概要⑥（スポーツ庁における公表事例） 8

令和4年度におけるスポーツ庁関係の消費者事故等公表事例は次のとおりです。

①天井パネル（体育館）：事態（重大事故等）に該当

公共施設（体育館）において、施設利用中に当該天井パネルが落下。

②公共施設（体育館）：事故に該当

体育館において、バスケットボールの試合中に転倒したところ、転倒時の衝撃で

剥離した床材の一部（木片）が左太ももに刺さり、全治2週間の負傷。

③公共施設（武道場）：事故に該当

武道場において、練習会の設置作業中、後ろ向きにすり足で後退していたところ、

床材の一部（木片）が足裏に刺さり、2針縫う負傷。

④公共施設（スタジアム） ：事故に該当

スタジアムにおいて、スポーツクライミングの競技中に選手が落下し、スポンジの

クッションカバーが巻かれた柵上部に衝突し、尾てい骨を骨折。

消費者庁から、平成29年5月29日付消安委第61号「消費者安全法第33条の規定に基づく意見」において、特に、「体育館
の床板の剥離による負傷事故が発生した場合」に、消費者事故等の通知をお願いしています。



消費者安全法の通知制度の概要⑦（マニュアルと通知様式） 9

１．マニュアル

消費者庁「消費者事故等の通知の運用マニュアル」を参照ください。
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/centralization_of_accident_information/assets/consumer_safety_cms201_210105_02.pdf

２．通知様式

原則、消費者庁「消費者事故等情報通知様式」を使用ください。
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/centralization_of_accident_information/index.html#safety_law

（注）消費者安全法及び同法施行規則に規定する通知事項が記載されている既存の資料であれば、通知様式として代替出来ます。

３．考え方

消費者庁「消費者安全法の解釈に関する考え方」を参照ください。
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/centralization_of_accident_information/pdf/090901safety_8.pdf

消費者庁では、次のとおり、消費者事故等のマニュアル、通知様式、考え方について、消費者庁ウェブサイトに公表しています。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/centralization_of_accident_information/assets/consumer_safety_cms201_210105_02.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/centralization_of_accident_information/index.html#safety_law


消費者事故等の通知の活用①－２（消費者安全法第38条に基づく注意喚起へ）

令和２年12月以降、トランポリンパークを利用中の事故22件のうち、約６割（14件）が「てんとう虫パークBIGSTAGE
河内長野店」において発生しており、消費者庁による調査でも、この施設では禁止事項についての説明や利用状況の監
視等の事故防止の取り組みが不十分であることがうかがえたため、施設名を明らかにしたうえでの注意喚起を実施しました。
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消費者事故等の通知の活用①－２（消費者事故等の通知に関するお願い）

トランポリンが設置された遊戯施設等において、消費者庁では注意喚起を行うとともに、消費者安全調査委員会における
事故調査を実施しております。トランポリンが設置された遊戯施設等には様々な類型があることから、当該施設を所管して
いる各省庁や地方公共団体の皆様におかれましては、当庁の注意喚起を参考に安全対策を講ずるほか、消費者事故等
の通知について引き続き御協力をお願い申し上げます。
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【トランポリンパーク】

複数のトランポリンを連結させたり、トランポリンに他
の設備を組み合わせた設備を有する施設

【都市公園内の遊戯施設】

都市公園内で複数のトランポリンを連結させた設備を
有する施設

【商業施設内の遊戯施設】

商業施設内で複数のトランポリンや、トランポリンに他
の設備を組み合わせた設備を有する施設

【牧場、公園等】

トランポリンにバンジー等を組み合わせた設備を有す
る施設

図 トランポリンが設置された遊戯施設のイメージ

【トランポリンが設置された遊戯施設等の類型】



消費者事故等の通知の活用②（ガストーチの技術基準策定等へ）

〇経済産業省審議会資料（抜粋）
（令和4年3月25日開催）

ガストーチについては、近年、炙り料理に使用されるなど一般消費者に浸透しつつあ
ることを背景として、火災や火傷等の事故件数が増加していることを踏まえ、経済産
業省を始めとする関係省庁と連携し、法令改正につなげていく作業を行っています。
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消費者事故等の通知の活用③（消費者安全調査委員会から意見へ）

マグネットセットは、「おもちゃ」等をうたって、子ども向けに、主にインターネットモール等で販売されているものであり、複数個の
磁石を誤飲すると、消化管を挟んで磁石（磁力が強いネオジム磁石）が引き合い、消化器等に穴が開くことがあります。
消費者事故等の発生を踏まえて、消費者安全調査委員会から関係省庁への法令による規制等に係る意見をしました。
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【参考①】消費者事故等の通知（公表）件数の推移
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重大事故等は過去最多の通知（公表）件数となった。

【年度別の重大事故等に係る通知（公表）件数】
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※ 令和４年版「消費者白書」を基に作成非重大事故等は過去最多の通知（公表）件数となった。

【年度別の非重大事故等に係る通知（公表）件数】

※ 令和４年版「消費者白書」を基に作成
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消費者事故等に該当

該当せず

該当せず該当せず

消費者の生命又は身体に被害が発生したか？

被害が発生している

被害の程度は次のいずれかに該当するか？
・死亡
・治療に１日以上要する負傷・疾病
・一酸化炭素中毒

商品等・役務が消費安全性（＝消費者により使用等さ
れる時点において通常有すべき安全性）を欠くことが
明らかか？

商品等・役務が消費安全性を欠くことにより
生じた事故ではないことが明らかであるか？

Yes NoNoYes

被害は発生していない
（おそれ事案）

No Yes

事業者が提供する商品等・役務の消費者による使用又
は利用か？

該当せずNo

次のいずれかに該当する消費者の生命・身体に被害が
生じるおそれのあるものか？
・安全基準不適合
・飲食物以外の物品等の異常（施設や工作物を含む)
・飲食物の異常
・窒息その他の著しい危険

Yes

該当せず

Yes No

No

【参考②】消費者事故等の該当性判断（担当者向け）

消費者事故等該当性の判断について（イメージ）
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【商品等】

• リチウム電池内蔵充電器を焼損する火災が発生。

• ウェアラブル端末（リストバンド型、充電式）を装着して就寝していたところ、発火し、手首に火傷。

• 小学校の校庭に設置されていた防球ネットで児童が遊んでいたところ、2本の木製支柱のうち1本
が根本から折れ、児童2名に直撃した。病院に搬送されたが、1名が死亡、1名が重傷。

• 調理中にスプレー缶（食用オリーブオイル)を使用したところ、ガスこんろの火が引火し、周辺を焼損
する火災が発生し、１名が火傷。

• 海上アスレチックのエア遊具において、床マットに飛び降りたところ、右大腿骨頸部骨折の重傷。

【役務】

• 保育施設において、アレルギーのある幼児に、職員が確認せずにキウイフルーツを与えたため、
当該幼児がアナフィラキシーを発症し、入院。

• 中学校の校舎に取り付けた縦どいが外壁から外れ、落下した一部が通行中の生徒に当たり右足
の指を骨折。

• 遊園地において、施設従業員が利用者への命綱の装着を忘れたため、当該利用者が遊戯施設か
ら落下し、搬送先の病院で死亡。

• エステ店において、脱毛の施術を受けたところ、機器の部品が利用者の胸元に落ち、Ⅱ度の火傷。

• 介護施設において、職員がベッドの角度を上げる際に、利用者の右手首を柵とベッドの間に挟み、
右前腕部骨折の重傷。

• 保育施設において、職員がおむつ台の上に幼児を立たせ、目を離した際に台から転倒し、右眼窩
上縁骨折の重傷。

【参考③ 】（具体的な消費者事故等の事例）

※ いずれの事例も通知の時点において調査等により事実関係が確認されたものではな
く、消費者庁として事故原因等を確定したものではない。
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さいごに

本日は、御説明の機会をいただき、ありがとうござ

いました。

消費者事故等の集約については、引き続き、御協

力いただきますよう、よろしくお願いいたします。
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